
 

88．．年年金金特特別別会会計計    
 

（（11））概概要要  
 

昭和 19 年に労働者の年金保険事業（厚生年金保険）や健康保険事業（政管健保）等を経理す

るために、厚生保険特別会計が設置されました。また、昭和 36 年に自営業者等の年金事業（国

民年金）等を経理するために国民年金特別会計が設置され、昭和 61 年には各制度共通の基礎年

金制度の導入に伴い、基礎年金勘定が加えられました。 

行政改革推進法に基づく特別会計改革により、厚生保険特別会計と国民年金特別会計を統合し、

年金特別会計が平成 19 年度に設置されました（船員保険特別会計の廃止に伴い、平成 22 年 1

月からは、船員保険事業の一部についても年金特別会計において経理することとなりました。）。 

また、平成 26 年 4 月 1 日に施行された特会改革法により、平成 26 年度より年金特別会計

福祉年金勘定は国民年金勘定に統合されました。 

さらに、平成 27 年 4 月 1 日に本格施行された「子ども・子育て支援法」（平 24 法 65）等

により、平成 27 年度より年金特別会計は、内閣府と厚生労働省による共管の特別会計になりま

した。 

年年金金特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  

国民年金・厚生年金に関して、事業主及び被保険者の支払う保険料、積立金及び積立金か

ら生じる運用収入並びに国庫負担金を財源として、年金受給者への給付を行っています。健

康保険・船員保険に関しては、事業主等から徴収する健康保険料及び船員保険料等を財源と

して、主に、健康保険事業及び船員保険事業を行っている全国健康保険協会に交付金を交付

しています。また、事業主からの拠出金及び国庫負担金等を財源として、児童手当の支給、

子どものための教育・保育給付及び地域子ども・子育て支援事業に要する費用の地方公共団

体に対する交付金の交付等並びに仕事・子育て両立支援事業等を行っています。 

なお、年金等の適用・徴収・給付に関する人件費、事務費等に必要な財源については、国

庫負担金及び保険料により賄われています。 
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（（22））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、基礎年金勘定、国民年金勘定、厚生年金勘定、健康勘定、子ども・子育て支援

勘定及び業務勘定に区分され、それぞれ以下の事業等に関する経理を行います。 

 

①①  基基礎礎年年金金勘勘定定  

基礎年金事業の収支を経理するもので、基礎年金給付費（老齢基礎年金、障害基礎年金及び

遺族基礎年金）及び基礎年金相当給付費（昭和 61 年 4 月前の旧法による給付のうち、基礎

年金に相当する部分）に充てるため、国民年金勘定及び厚生年金勘定からの拠出金並びに実施

機関たる国家公務員共済組合連合会等の共済組合及び私学事業団（以下「共済組合等」といい

ます。）からの拠出金を主な財源として、基礎年金給付等を行っています。 

基礎年金は、老後生活の基礎的部分を保障するため、全国民共通の給付を行うものです。そ

の費用は、国民全体で公平に負担する仕組みとなっており、具体的には、基礎年金給付費総額

を各制度に属する被保険者（加入者）数等に応じて負担しています。 

②②   国国民民年年金金勘勘定定  

国民年金事業、福祉年金事業及び特別障害給付金事業の収支を経理するもので、国民年金事

業においては、自営業者等の被保険者から徴収した保険料（令和２年度の保険料額は月額

16,540 円）、積立金の運用収入及び国庫負担金を主な財源として、基礎年金勘定への拠出及

び付加年金、死亡一時金の支給等を行っています。また、基礎年金勘定からの交付金を財源と

して、昭和 61 年 4 月前に受給権が発生した者に対する老齢、障害または死亡についての基

礎年金に相当する給付を行っています。 

福祉年金事業及び特別障害給付金事業においては、国庫負担金を財源として、老齢福祉年金

事業主・船舶所有者・被保険者 年金積立金 一般会計 

・国民年金保険料 

・厚生年金保険料 

・健康保険料 

・船員保険料 

・子ども・子育て拠出金 

・積立金 

・運用収入 

・年金の国庫負担 

・特別障害給付金の国庫負担 

・児童手当等の国庫負担 

・子どものための教育・保育給
付等の国庫負担 

・地域子ども・子育て支援事業
の国庫負担 

・事務費の国庫負担等 

年 金 特 別 会 計 

・年金給付 

・特別障害給付金給付 
・保険料等交付金 

全国健康保険協会 

 

保険医療機関等 市町村等 

被保険者・受給者等 

・療養の給付等 ・現金給付 
・児童手当等の支給 

・子どものための教育・ 
保育給付等 

 

・児童手当等交付金 

・子どものための教育・ 
保育給付交付金等 

・地域子ども・子育て 
支援事業に係る交付金 

・仕事・子育て両立 
支援事業 
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及び特別障害給付金の給付等を行っています。 

福祉年金事業は、国民年金制度発足時に既に高齢であった人に対しての年金の保障として老

齢福祉年金を支給しています。また、特別障害給付金事業は、国民年金の任意加入期間に加入

しなかったことにより障害基礎年金等を受給していない障害者に対して、特別障害給付金の支

給を行っています。 

③③  厚厚生生年年金金勘勘定定  

厚生年金保険事業の収支を経理するもので、被保険者及び事業主が折半で負担する保険料

（保険料率は 18.300％）、積立金の運用収入及び国庫負担金を主な財源として、基礎年金勘

定への拠出や、基礎年金の上乗せとして報酬比例の年金、特別支給の老齢厚生年金、厚生年金

の被保険者期間中の病気やけがによる障害年金及び被保険者等が死亡した際にその遺族に支

払う遺族年金の給付等を行っています。さらに、基礎年金勘定からの交付金を財源として、昭

和 61 年 4 月前に受給権が発生した者に対する老齢、障害または死亡についての基礎年金に

相当する給付を行っています。 

また、平成 27 年 10 月から被用者年金制度が一元化され、厚生年金に公務員及び私学教職

員も加入することとなり、被用者年金は厚生年金に統一されました。厚生年金事業の実施に当

たっては、保険料の徴収及び保険給付の裁定等を行う機関として、厚生労働大臣に加えて、共

済組合等が規定されています。 

なお、厚生年金の保険給付に要する費用等は、それぞれの機関が徴収した厚生年金保険料及

び管理運用する積立金等に応じて分担しています。そのため、共済組合等は厚生年金勘定へ拠

出金を納付し、厚生年金勘定は共済組合等が行う厚生年金の保険給付に要する費用等について、

共済組合等に交付金を交付しています。 

④④  健健康康勘勘定定  

医療保険制度のうち「健康保険法」（大 11 法 70）及び「船員保険法」（昭 14 法 73）に

基づき全国健康保険協会が実施するものに関し、政府が行う業務の収支を経理するもので、事

業主等から徴収する保険料を主な財源として、全国健康保険協会への交付金の交付等を行って

います。 

なお、交付先の全国健康保険協会は、健康保険組合に加入していない被用者の健康保険事業

及び船員保険事業を行う保険者であり、各種保険給付や健診事業等を行っています。 

⑤⑤  子子どどもも・・子子育育てて支支援援勘勘定定  

「児童手当法」（昭 46 法 73）及び「子ども・子育て支援法」（平 24 法 65）等の施行に

関する収支を経理するもので、事業主からの拠出金及び国庫負担金を主な財源として、児童手

当等の支給に要する費用の地方公共団体に対する交付金の交付を行っています。さらに、平成

27 年度から施行された子ども・子育て支援新制度の下、子どものための教育・保育給付によ

り、就学前の質の高い教育・保育の実現を図るほか、放課後児童健全育成事業をはじめとした

地域子ども・子育て支援事業により、地域の多様な子育てニーズに沿った支援を推進していま

す（子どものための教育・保育給付については、平成 30 年度より一般会計から年金特別会計

に移管し、保育の運営費（０歳～２歳児相当分）の一部に事業主からの拠出金を充当）。 

また、平成 28 年度から仕事・子育て両立支援事業を創設し、事業所内保育等の企業主導型

の多様な保育サービスの拡大を支援しています。 

なお、勘定名については、平成 21 年度以前は「児童手当勘定」、平成 22 年度及び平成 23

年度は「児童手当及び子ども手当勘定」、平成 24 年度から平成 26 年度までは「子どものた

めの金銭の給付勘定」、平成 27 年度以降は「子ども・子育て支援勘定」となり、手当制度の

改正等にあわせて変更が行われています。 
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⑥⑥  業業務務勘勘定定  

基礎年金事業、国民年金事業、厚生年金保険事業、福祉年金事業、特別障害給付金事業及び健

康保険並びに船員保険に関し政府が行う適用・徴収に係る事務、子ども・子育て拠出金の徴収業

務等に係る収支を経理しています。なお、これらの事務・事業等で、平成 22 年 1 月に設立さ

れた日本年金機構が行う業務に係る経費については、交付金を交付することとしています。 

（（33））特特別別会会計計のの現現状状  
  

①①  歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和２２年年度度当当初初予予算算））  

 

 

 

 

○歳入総額、歳出総額、（参考）歳出純計額 （単位：億円） 

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

基礎年金勘定 264,565（＋7,611） 264,565（＋7,611） 258,556（＋8,799） 

国民年金勘定 37,440（＋561） 37,440（＋561） 4,819（▲662） 

厚生年金勘定 488,899（＋3,758） 488,899（＋3,758） 292,740（＋1,460） 

健康勘定 125,166（＋4,047） 125,166（＋4,047） 110,193（＋4,065） 

子ども・子育て支

援勘定 

32,394（＋3,153） 32,394（＋3,153） 32,376（＋3,153） 

業務勘定 4,224（＋110） 4,224（＋110） 4,216（＋104） 

特別会計合計 952,688  

（＋19,239） 

952,688  

（＋19,239） 

702,899  

（＋16,920） 

 

  

952,688

（＋19,239）

一般会計より受入 25,095 （＋2,116）

事業主拠出金収入 6,395 （＋439）

予備費

970

（－）

952,688

（＋19,239）

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

国共済連合会等拠出金収入

23,477

（＋514）

厚生年金勘定より受入

194,257

（＋2,328）

国民年金勘定より受入

31,928

（＋1,159）

積立金より受入等

14,903

（＋3,610）

保険料収入

327,120

（＋8,477）

一般会計より受入

101,336

（＋1,072）

存続組合等納付金

647

（＋19）

基礎年金勘定より受入

3,633

（▲587） 

国共済連合会等拠出金収入等

50,917

（▲4,286） 

積立金より受入

5,247

（▲938） 

借入金

14,583

（▲57） 

保険料収入

109,974

（＋3,563）

前年度剰余金受入等

606

（＋540）

一般会計より受入 1,101 （▲3） 

国民年金勘定より受入 693 （＋64）

厚生年金勘定より受入 1,877 （▲27） 

健康勘定より受入 332 （＋40）

積立金より受入

3,707

（＋907）

基礎年金勘定より受入

2,370

（▲600） 

一般会計より受入

18,336

（＋622）

保険料収入

11,617

（▲155） 

基礎年金給付費

256,479

（＋9,013）

独法納付金等

1,410

（▲212） 

国民年金勘定へ繰入

2,370

（▲600） 

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

厚生年金勘定へ繰入

3,633

（▲587） 

国共済連合会等交付金

1,047

（▲254） 

国民年金給付費

4,149

（▲618） 

基礎年金勘定へ繰入

31,928

（＋1,159）

保険給付費

241,704

（＋346）

基礎年金勘定へ繰入

194,257

（＋2,328）

存続厚生年金基金等給付費等負担金等

4,060

（＋1,210）

保険料等交付金

110,154

（＋4,056）

国債整理基金特会へ繰入

14,641

（▲58） 

業務勘定へ繰入等

371

（＋49）

事務費等 1,054 （＋72）

日本年金機構運営費 3,162 （＋32）

業務勘定へ繰入

1,877

（▲27） 

業務勘定へ繰入

693

（＋64）

予備費等

1,036

（＋39）

特別障害給付金給付費等

28

（▲2） 

国共済連合会等交付金

46,031
（▲101） 

児童手当等交付金 13,262 （▲226）

子どものための教育・保育給付等 14,744 （＋2,751
地域子ども・子育て支援及

仕事・子育て両立支援事業費
3,914 （＋419）

事務費等 393 （＋200）
予備費 64 （＋10）

【 歳入 】 【 歳出 】 （単位：億円） 
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○基礎年金勘定の歳入・歳出の内容                     （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

拠出金等収入 249,663  

（＋4,001） 

基礎年金給付等に要する費用に充てるための国民年金勘定、

厚生年金勘定及び共済組合等からの拠出金収入見込額（基礎

年金給付費の増加等による増） 

運用収入 10（▲4） 

 

財政融資資金に預け入れている支払元受高余裕金及び積立

金の運用利子収入見込額 

積立金より受入 14,795  

（＋3,579） 

基礎年金給付費等の財源に充てるための積立金からの受入

見込額（基礎年金給付費の増加等による増） 

雑収入 98（＋35） 基礎年金給付費の返納金収入見込額等 

合計 264,565  

（＋7,611） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

基礎年金給付費 256,479  

（＋9,013） 

被保険者、被保険者であった者等に対する基礎年金給付費 

（被保険者、被保険者であった者等の増加による増） 

基礎年金相当給付

費他勘定へ繰入及

交付金 

7,050  

（▲1,441） 

基礎年金相当給付費の財源に充てるための国民年金勘定、厚

生年金勘定及び共済組合等への交付金等（昭和 61 年 4 月

前に受給権が発生した者の減少に伴う基礎年金相当給付費

の減少による減） 

諸支出金 6（▲1） 過誤納に係る返納金の払戻し等 

予備費 1,030 

（＋40） 

予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 264,565  

（＋7,611） 

 

 

○国民年金勘定の歳入・歳出の内容                     （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料収入 11,617  

（▲155） 

国民年金第 1 号被保険者から徴収した国民年金保険料収入

見込額（被保険者数の減少等による減） 

一般会計より受入 18,336  

（＋622） 

基礎年金の給付に要する費用等の一部に充てるための国庫

負担金の一般会計からの受入見込額（基礎年金給付の増加に

伴う基礎年金拠出金の増加等による増） 

基礎年金勘定より

受入 

2,370  

（▲600） 

 

基礎年金相当給付費の財源に充てるための基礎年金勘定か

らの受入見込額（昭和 61 年 4 月前に受給権が発生した者

の減少等に伴う基礎年金相当給付費の減少による減） 

運用収入 0（▲0） 

 

財政融資資金に預け入れている支払元受高余裕金の運用利

子収入の受入見込額 

積立金より受入 3,707  

（＋907） 

 

国民年金給付費、基礎年金勘定への拠出金の財源に充てるた

めの積立金からの受入見込額（基礎年金勘定への拠出金の増

加等による増） 

年金積立金管理運

用独立行政法人納

付金 

1,368  

（▲209） 

 

年金積立金管理運用独立行政法人から納付される納付金の

受入見込額 

独立行政法人福祉

医療機構納付金 

34（▲6） 

 

（独）福祉医療機構から納付される納付金の受入見込額 
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雑収入 7（＋3） 国民年金給付費の返納金の受入見込額等 

前年度剰余金受入 0（＋0） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 37,440  

（＋561） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

特別障害給付金給

付費 

28（▲2） 

 

特定障害者に対する給付費（受給者数の減少等による減） 

福祉年金給付費 0（▲0） 

 

福祉年金受給者に対する給付費（受給者数の減少等による

減） 

国民年金給付費 4,149  

（▲618） 

 

昭和 61 年 4 月前に受給権が発生した者に対する老齢・障

害または死亡についての年金給付費及び付加年金、死亡一時

金等の給付費（受給者数の減少等による減） 

基礎年金給付費等

基礎年金勘定へ繰

入 

31,928  

（＋1,159） 

基礎年金給付費及び基礎年金相当給付費の財源に充てるた

めの基礎年金勘定への繰入金（基礎年金給付費の増加等によ

る増） 

年金相談事業費等

業務勘定へ繰入 

693  

（＋64） 

年金相談事業費等の財源に充てるための業務勘定への繰入

金 

諸支出金 625（▲41） 過誤納に係る保険料の払戻し等 

予備費 17（▲2） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 37,440  

（＋561） 

 

 

○厚生年金勘定の歳入・歳出の内容                     （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料収入 327,120  

（＋8,477） 

事業主等から徴収した厚生年金保険料収入見込額（被保険者

の増加等による増） 

一般会計より受入 

 

101,336  

（＋1,072） 

基礎年金の給付に要する費用等の一部に充てるための国庫

負担金の一般会計からの受入見込額（基礎年金給付費の増加

に伴う基礎年金拠出金の増加等による増） 

労働保険特別会計

より受入 

71（▲15） 

 

職務上年金給付費に相当する金額の労働保険特別会計から

の受入見込額 

基礎年金勘定より

受入 

3,633  

（▲587） 

基礎年金相当給付費の財源に充てるための基礎年金勘定か

らの受入見込額（昭和 61 年 4 月前に受給権が発生した者

の減少等に伴う基礎年金相当給付費の減少による減）  

存続厚生年金基金

等徴収金 

19（▲5） 

 

老齢年金給付の現価に相当する額の存続厚生年金基金等か

らの受入見込額 

解散厚生年金基金

等徴収金 

2,617  

（＋656） 

責任準備金相当額及び減額責任準備金相当額の解散厚生年

金基金等からの受入見込額（責任準備金相当額の受入見込額

の増加による増） 

実施機関拠出金収

入 

44,667  

（＋296） 

厚生年金保険給付費等に充てるための共済組合等からの拠

出金の受入見込額（厚生年金給付費等の見込額の増加による

増）  

存続組合等納付金 647 

（＋19） 

旧適用法人共済組合員期間に係る年金給付のうち職域等費

用に相当する額の原資として存続組合等が納付する納付金

の受入見込額 

運用収入 0（▲1） 

 

財政融資資金に預け入れている支払元受高余裕金の運用利

子収入見込額 

積立金より受入 5,247  保険給付費、基礎年金勘定への拠出金の財源に充てるための
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（▲938） 積立金からの受入見込額（保険料収入の増加等による減） 

年金積立金管理運

用独立行政法人納

付金 

2,820  

（▲5,140） 

年金積立金管理運用独立行政法人から納付される納付金の

受入見込額 

独立行政法人福祉

医療機構納付金 

618  

（▲110） 

（独）福祉医療機構から納付される納付金の受入見込額 

雑収入 105（＋34） 保険給付費の返納金の受入見込額等 

合計 488,899  

（＋3,758） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険給付費 245,302  

（＋1,626） 

被保険者、被保険者であった者等に対する保険給付費等

（存続厚生年金基金等給付費等負担金の増加等による増） 

実施機関保険給付

費等交付金 

46,031  

（▲101） 

厚生年金保険給付費等の共済組合等への交付金 

基礎年金給付費等

基礎年金勘定へ繰

入 

194,257  

（＋2,328） 

基礎年金給付費及び基礎年金相当給付費の財源に充てる

ための基礎年金勘定への繰入金（基礎年金給付費の増加等

による増） 

年金相談事業費等

業務勘定へ繰入 

1,877 

（▲27） 

年金相談事業費等の財源に充てるための業務勘定への繰

入金 

諸支出金 462（▲70） 過誤納に係る保険料の払戻し等 

予備費 970（－） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 488,899  

（＋3,758） 

 

 

○健康勘定の歳入・歳出の内容                       （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料収入 109,974  

（＋3,563） 

被保険者・事業主から徴収した健康保険料収入見込額等（被

保険者の増加等による増） 

一般会計より受入 58（▲1） 

 

旧政府管掌健康保険の累積債務に係る借入金の利子補塡の

ための一般会計からの受入見込額 

業務勘定より受入 1（▲1） 

 

（独）福祉医療機構から業務勘定へ納付される納付金の業

務勘定からの受入見込額等 

借入金 14,583  

（▲57） 

旧政府管掌健康保険の累積債務に係る借入見込額 

前年度剰余金受入 541  

（＋535） 

前年度の決算上の剰余金見込額（前年度の保険料等交付金

の交付額が保険料収入を下回ったこと等による増） 

その他の収入 9（＋7） 国有財産売払による業務勘定からの受入見込額等 

合計 125,166  

（＋4,047） 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料等交付金 110,154  

（＋4,056） 

健康保険料収入等の全国健康保険協会への交付金（保険料収

入の増加等による増） 

業務取扱費等業務

勘定へ繰入 

332（＋40） 

 

国及び日本年金機構で行う健康保険の適用・徴収に係る業務

取扱費等の業務勘定への繰入れ 
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諸支出金 39（＋9） 過誤納に係る保険料の払戻し等 

国債整理基金特別

会計へ繰入 

14,641  

（▲58） 

旧政府管掌健康保険の累積債務に係る借入金償還及び利子

の支払いのための国債整理基金特別会計への繰入れ 

合計 125,166  

（＋4,047） 
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○子ども・子育て支援勘定の歳入・歳出の内容                （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

事業主拠出金収

入 

6,395  

（＋439） 

 

児童手当の支給等に係る事業主負担金の受入見込額（保育

の運営費（0 歳～2 歳児相当分）への充当及び仕事・子育て

両立支援事業拡充のための拠出金率の引上げによる増） 

一般会計より受

入 

25,095  

（＋2,116） 

児童手当等の支給、子どものための教育・保育給付等及び地

域子ども・子育て支援事業に係る国庫負担金並びに当該給

付事務に必要な経費の受入見込額（保育の受け皿拡大等に

伴う子どものための教育・保育給付の増） 

積立金より受入 719（＋510） 

 

事業主負担に係る児童手当等の支給及び子ども・子育て支

援交付金等の財源に充てるための積立金からの受入見込額 

雑収入 46（＋15） 児童手当等に係る返納金の受入見込額等 

前年度剰余金受

入 

138（＋73） 

 

前年度決算上の剰余金の受入見込額 

合計 32,394  

（＋3,153） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

児童手当等交付

金 

13,261  

（▲226） 

児童手当等の支給に係る国庫負担金及び事業主負担金 

子ども・子育て支

援推進費 

14,744  

（＋2,751） 

子どものための教育・保育給付に係る交付金等（保育の受け

皿拡大や幼児教育・保育の無償化に伴う子どものための教

育・保育給付等の増） 

地域子ども・子育

て支援及仕事・子

育て両立支援事

業費 

3,914  

（＋419） 

地域子ども・子育て支援及び仕事・子育て両立支援事業に必

要な経費（子ども・子育て支援交付金及び仕事・子育て両立

支援事業の拡充による増） 

業務取扱費 408（＋199） 児童手当等に関する事務に必要な人件費、事務費等 

諸支出金 2（＋1） 児童手当拠出金の還付金 

予備費 64（＋10） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 32,394  

（＋3,153） 

 

 

○業務勘定の歳入・歳出の内容                       （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受

入 

1,101（▲3） 厚生年金保険事業、国民年金事業等の事務に要する費用に

充てるための国庫負担金の一般会計からの受入見込額 

他勘定より受入 2,919 

（＋77） 

国民年金勘定、厚生年金勘定、健康勘定及び子ども・子育て

支援勘定からの受入額 

特別保健福祉事

業資金より受入 

0（＋0） 

 

特別保健福祉事業資金の清算に係る当該資金の残余の受入

見込額 

独立行政法人福

祉医療機構納付

金 

1（▲0） 

 

（独）福祉医療機構から納付される納付金の受入見込額 

雑収入 100（＋4） 国民年金保険料等の延滞金の受入見込額等 

前年度剰余金受

入 

103（＋32） 前年度の決算上の剰余金見込額 
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合計 4,224  

（＋110） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

業務取扱費 411（＋35） 

 

国が支出する職員人件費、国民年金等事務取扱交付金、内部

管理事務経費等及び国民年金事業・厚生年金保険事業等の

業務に係る事務費 

社会保険オンラ

インシステム費 

643（＋36） 国が支出する年金給付・記録管理システムの運用等の経費 

日本年金機構運

営費 

3,162 

（＋32） 

日本年金機構の行う業務に要する費用に充てるための同機

構に対する運営費交付金 

独立行政法人福

祉医療機構納付

金等相当財源健

康勘定へ繰入 

7（＋6） 

 

（独）福祉医療機構から納付される納付金等相当額の健康

勘定への繰入れ 

一般会計へ繰入 0（＋0） 

 

特別保健福祉事業資金を清算したことによる残余の一般会

計への繰入れ 

予備費 0（－） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 4,224 

（＋110） 

 

 

②②  剰剰余余金金  

 

令和元年度決算 

（単位：億円、単位未満切捨） 

勘勘定定  
収収納納済済  

歳歳入入額額  

支支出出済済  

歳歳出出額額  
剰剰余余金金  

翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  

積積立立金金積積立立  

資資金金組組入入  

一一

般般

会会

計計

へへ  

繰繰

入入  

基礎年金勘定 256,064 241,847 14,217 － 14,217 － 

国民年金勘定 37,616 35,984 1,631 0 1,631 － 
厚生年金勘定 481,934 478,618 3,315 － 3,315 － 

健康勘定 120,501 120,141   360 360 － － 

子ども・子育て支援

勘定 

31,514 28,673 2,840 1,046 1,794 － 

業務勘定 4,460 3,923 537 278 258 － 

特別会計合計 932,091 909,189 22,902 1,685 21,217 － 

 

令和元年度決算における剰余金は、年金特別会計全体で 2 兆 2,902 億円です。 

 

 

＜＜基基礎礎年年金金勘勘定定＞＞  

 基礎年金勘定の剰余金は、14,217 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 
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一人当たり給付費が予定を下回ったこと等により、基礎年金給付費が予定を下回ったこと及

び予備費が未使用であったこと等によるものです。 

その詳細は、基礎年金給付費の不用額 14,113 億円（令和 3 年度に精算）及び予備費の未

使用額 990 億円などです（なお、上記の歳出の不用に伴い、積立金より受入を 924 億円減

額しています）。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法附則第 22 条第 1 項の規定により、積立金として積み立てることとしています。 

 

＜＜国国民民年年金金勘勘定定＞＞  

国民年金勘定の剰余金は、1,631 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

国民年金給付費が予定を下回ったこと、予備費が未使用であったこと、保険料収入及び年金

積立金管理運用独立行政法人納付金が予定を上回ったこと等によるものです。 

その詳細は、国民年金給付費の不用額 684 億円、予備費の未使用額 19 億円、保険料収入

1,685 億円の増加及び年金積立金管理運用独立行政法人納付金 1,843 億円の増加などです

（なお、上記の収支状況等を勘案し、国民年金給付費の財源となる積立金より受入（予定額

2,800 億円）については、受入を行いませんでした）。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 115 条第 1 項の規定により、剰余金のうち、必要な額を積立金として積み立

て、残額を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入へ繰り入れることとしていま

す。 

 

＜＜厚厚生生年年金金勘勘定定＞＞  

 厚生年金勘定の剰余金は、3,315 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

一人当たり給付費が予定を下回ったこと等により保険給付費が予定を下回ったこと等、予備

費が未使用であったこと、保険料収入が予定を上回ったこと等によるものです。 

その詳細は、保険給付費の不用額 5,225 億円、予備費の未使用額 970 億円、保険料収入

7,553 億円の増加などです（なお、年金積立金管理運用独立行政法人納付金については、

3,660 億円予定を下回り、保険給付費の財源となる積立金より受入（予定額 6,184 億円）に

ついては、受入を行いませんでした）。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 116 条第 1 項の規定により、積立金として積み立てることとしています。 

 

＜＜健健康康勘勘定定＞＞  

 健康勘定の剰余金は、360 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

保険料等交付金の交付額が保険料収入を下回ったこと等によるものです。 

その詳細は、保険料等交付金の交付額が 105,236 億円、保険料収入が 105,632 億円な

どです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入へ繰り入れることとしています。 
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＜＜子子どどもも・・子子育育てて支支援援勘勘定定＞＞  

  子ども・子育て支援勘定の剰余金は、2,840 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

企業主導型保育事業などの仕事・子育て両立支援事業費補助金等に係る返納金が予定を上回

ったこと、地方公共団体からの交付申請額が予定を下回ったことにより子ども・子育て支援交

付金を要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、仕事・子育て両立支援事業費補助金等に係る返納金の増加額 796 億円及び前

年度剰余金の増加額 652 億円並びに地域子ども・子育て支援及仕事・子育て両立支援事業費

に係る不用額 432 億円及び、業務取扱費の不用額 398 億円などです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 118 条第 1 項の規定により、歳入歳出差額のうち児童手当交付金、子どもの

ための教育・保育給付交付金並びに子ども・子育て支援交付金及び仕事・子育て両立支援事業

費の財源に充てるために必要となる事業主拠出金の剰余金を積立金として積み立て、残額を特

別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れることとしています。 

  

＜＜業業務務勘勘定定＞＞  

業務勘定の剰余金は、537 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

歳入面においては前年度剰余金の受入が予定より多かったこと及び日本年金機構からの国

庫納付があったこと、歳出面においては契約価格が予定を下回ったこと及び調達計画の見直し

による事業計画の変更をしたことにより社会保険オンラインシステム業務庁費を要すること

が少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、前年度剰余金の増加額 103 億円、日本年金機構納付金 180 億円などの歳入

が予定を上回ったこと並びに業務取扱費に係る不用額36億円及び社会保険オンラインシステ

ム費に係る不用額 150 億円などです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 119 条及び第 8 条第 1 項等の規定により、剰余金のうち、保険料財源及び特

別保健福祉事業に係る剰余金は国民年金勘定等の積立金等に組み入れ、残額（国庫財源分）を

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れることとしています。 
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③③  積積立立金金等等  
 

積積立立金金（（基基礎礎年年金金勘勘定定））  

①①   積積立立金金のの残残高高 （単位：億円）  

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

7,376 37,281  33,355 

②②  積積立立金金のの目目的的  

平成 23 年度末までの基礎年金勘定の積立金は、被用者年金の被保険者の被扶養配偶者が国

民年金に任意加入とされていた昭和 61 年 4 月前の元任意加入者が納付した保険料に相当す

る額が積立金として積み立てられたものです。これは、昭和 61 年の基礎年金制度創設時より、

基礎年金の給付に充てるものとして置かれています。 

この積立金の運用収入等は、特別会計法附則第 22 条第 1 項の規定により、基礎年金給付

費、国民年金勘定及び厚生年金勘定への繰入金並びに共済組合等への交付金の財源に充てるた

めに積立金として積み立てたうえで、被用者年金の被保険者の被扶養配偶者が国民年金に任意

加入とされていた昭和 61 年 4 月前の元任意加入者が納付した保険料に相当する額の積立金

及びこの積立金の運用収入を、平成 27 年度から 10 年程度かけて基礎年金拠出金の軽減に充

てることとしています。 

 

③③  積積立立金金のの水水準準  

平成 27 年度から 10 年程度かけて基礎年金拠出金の軽減に充てるとともに、予備費等とし

て、将来の基礎年金の給付に充てるものです。 

 

積積立立金金（（国国民民年年金金勘勘定定））  

①①   積積立立金金のの残残高高 （単位：億円）  

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

69,783 76,142 74,437 

②②  積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 115 条第 1 項の規定により、国民年金事業の給付費及び基礎年金勘定への繰

入金の財源に充てるために必要な金額を積立金として積み立てることとしており、その財源は

被保険者から徴収された保険料の一部であることから、将来の給付費の財源となるものであり、

長期的に財政の均衡を保つために必要な金額を積み立てることとしています。 

③③   積積立立金金のの水水準準  

給付と負担の均衡を図るべき期間、すでに生まれている世代がおおむね年金受給を終えるま

での期間を 100 年程度（財政均衡期間）と設定し、この期間について給付と負担の均衡を図

ることとしており、積立金の水準目標は、財政均衡期間の最終年度（おおむね 100 年後）に

おいて給付費の 1 年分程度の保有となるように有限均衡方式が採られています。 
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積積立立金金（（厚厚生生年年金金勘勘定定））  

①①   積積立立金金のの残残高高 （単位：億円）  

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

1,113,999 1,128,931 1,125,431 

②②  積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 116 条第 1 項の規定により、厚生年金保険の実施者たる政府に係る厚生年金

保険事業の保険給付費及び基礎年金勘定への繰入金の財源に充てるために必要な金額を積立

金として積み立てることとしており、その財源は被保険者から徴収された保険料の一部である

ことから、将来の給付費の財源となるものであり、長期的に財政の均衡を保つために必要な金

額を積み立てています。 

③③  積積立立金金のの水水準準  

給付と負担の均衡を図るべき期間、すでに生まれている世代がおおむね年金受給を終えるま

での期間を 100 年程度（財政均衡期間）と設定し、この期間について給付と負担の均衡を図

ることとしており、積立金の水準目標は、財政均衡期間の最終年度（おおむね 100 年後）に

おいて給付費の 1 年分程度の保有となるように有限均衡方式が採られています。 

  

積積立立金金（（子子どどもも・・子子育育てて支支援援勘勘定定））  

①①  積積立立金金のの残残高高 （単位：億円）  

令令和和２２年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和２２年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

1,341 3,855 2,284 

②②  積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 118 条第 1 項の規定により、児童手当交付金、子どものための教育・保育給

付交付金並びに子ども・子育て支援交付金及び仕事・子育て両立支援事業費の財源に充てるた

めに必要な金額として、「児童手当法」（昭 46 法 73）及び「子ども・子育て支援法」（平 24

法 65）に基づく一般事業主からの拠出金の一部を積立金として積み立てることとしており、

子ども・子育て支援制度の安定的な運営の確保のために必要な将来の給付等に充てることを目

的としています。 

③③   積積立立金金のの水水準準  

拠出金収入の減により歳入が歳出を下回る場合や、拠出金収入の少ない年度当初に子どもの

ための教育・保育給付など一定規模の支出が見込まれる場合に備えているものです。また、決

算を経て事業主拠出金に係る剰余金が結果的に積立金として積み立てられる仕組みとなって

おり、現在（令和元年度決算結了後）、3,855 億円を積み立てていますが、これは令和元年度

支出実績の 1 割程度です。 
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④④ 資資産産及及びび負負債債（（平平成成３３００年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））  
 
 

年年金金特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表  （単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

主な資産は、運用寄託金 11２兆 6,932 億円です。これは、国民年金勘定及び厚生年金勘定

から年金積立金管理運用独立行政法人への寄託額であり、法人が定めた運用方針に従って、国内

外の債券、株式等に分散して運用しています。 

主な負債は、公的年金預り金 120 兆 7,588 億円です。これは、将来の年金給付財源の一部

を積立金等の資産として保有しているため、当該資産に見合う金額を「公的年金預り金」として

計上しているものです。 

なお、借入金は、政府管掌健康保険の昭和 48 年度末累積債務及び昭和 59 年度末日雇労働者

健康保険事業累積債務に係る借入金であり、財政融資資金より借入金の元本を借り入れています。

これらの累積債務については、一般会計からの繰り入れで償還することとされており、また、こ

れらの累積債務が増大しないよう、その利子の全額を一般会計からの繰り入れで補塡しています。 

資産・負債差額は、主に基礎年金勘定の剰余金及び積立金が含まれています。 

 

⑤⑤  保保険険料料率率のの根根拠拠及及びび保保険険料料率率をを見見直直すす仕仕組組みみのの内内容容等等  

  （国民年金勘定及び厚生年金勘定） 

平成 16 年の年金制度改正において保険料水準固定方式が導入され、保険料率については最

終的な保険料の水準を法律で定め、その負担の範囲内で給付を行うこととしています。 

《29年度》 《30年度》 < 資 産 の 部 > < 負 債 の 部 > 《30年度》 《29年度》

111,738 110,175 現 金 ・ 預 金

80,283 75,504 うち政府預金

31,454 34,670 うち財投預託金

6,612 7,204 未 収 金 未 払 費 用 0 ー

4 4 未 収 収 益 賞 与 引 当 金 2 2

47,049 46,532 未 収 保 険 料 借 入 金 14,582 14,640

0 0 前 払 費 用

53,050 53,463 他会計繰入未収金

▲ 14,143 ▲ 13,068 貸 倒 引 当 金

533 606 有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金 53 55

532 606
国 有 財 産

(公共用財産を除く)
負債合計 1,309,696 1,302,381

474 551 土　地

0 0 立木竹

49 48 建　物

8 5 工作物

1 0 物 品

270 264 無 形 固 定 資 産

35,584 40,671 出 資 金

1,355,351 1,372,786 資産合計 負債及び資産・負債差額合計 1,372,786 1,355,351

運用寄託金1,126,9321,114,649

資産・負債差額

未 払 金 87,467 86,578

公的年金預り金 1,207,588 1,201,104

63,090 52,970
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また、定期的（5 年ごと）に、その時点における長期的な財政収支の見通しを計算し、給付

水準の調整を行う必要性の有無等の検証（財政検証）を行うこととなっています。 

（健康勘定） 

「健康保険法」（大 11 法 70）第 160 条の規定により、全国健康保険協会が管掌する健康

保険の一般保険料率（都道府県単位保険料率）は、30/1000 から 130/1000 までの範囲内

において全国健康保険協会が決定するものとされており、毎事業年度において財政の均衡を保つ

ことができるものとなるよう政令で定めるところにより算定するものとされています（平成 24

年 3 月以降の一般保険料率は全国平均で 100.0/1000）。 

また、船員保険においても、毎事業年度において財政の均衡を保つことができるものとなるよ

う政令で定めるところにより算定するものとされています（平成 25 年 3 月以降の疾病保険料

率は 96.0/1000、災害保健福祉保険料率は 10.5/1000）。 

（子ども・子育て支援勘定） 

子ども・子育て拠出金率については、「子ども・子育て支援法」（平 24 法 65）第 70 条の規

定により、3 歳未満の子を持つサラリーマンに係る児童手当の給付見込み額の 7/15 や地域子

ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業に係る費用の額等を踏まえ、おおむね 5 年

を通じ財政の均衡を保つことができるものとなるよう政令で定めるところにより算定するもの

とされています（令和 2 年度の拠出金率は 3.6/1000）。 

 

（（44））事事務務及及びび事事業業のの効効率率化化・・財財務務にに関関すするる情情報報のの透透明明化化のの取取組組みみ等等    
 

年金特別会計における事業内容の見直し等に係る取組みについては、平成 16 年の年金制度改

正において、少子化等の社会経済の変動に対応した持続可能な制度を構築し、制度に対する信頼

の確保を図るため、保険料率の引上げ、財政均衡期間に係る有限均衡方式の下で給付水準をマク

ロ経済スライドにより自動的に調整する仕組みの導入、安定財源を確保した上での基礎年金国庫

負担割合の引上げ等の制度改革が行われたところです。 

さらに、平成 24 年には社会保障・税一体改革により、基礎年金国庫負担割合 2 分の 1 の恒

久化や被用者年金の一元化等の年金制度改正が行われ、これにより、平成 16 年の年金制度改正

によって導入された長期的な給付と負担を均衡させるための年金財政フレームが完成するとと

もに、社会経済状況の変化に対応した社会保障のセーフティネット強化の取組にも着手すること

となっています。 

 

年金特別会計についての問い合わせ先 

（基礎年金勘定・国民年金勘定・厚生年金勘定） 

厚生労働省年金局総務課      電話番号 03-5253-1111（内線 3642）  

（健康勘定） 

 厚生労働省保険局保険課    電話番号 03-5253-1111（内線 3152） 

（子ども・子育て支援勘定） 

内閣府子ども・子育て本部児童手当管理室 

電話番号 03-5253-2111（内線 38484） 

（業務勘定） 

厚生労働省年金局事業企画課会計室 

  電話番号 03-5253-1111（内線 3546）  
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